
児童福祉法について

一児童福祉法の成立ま り返る…

Establishment of the Child welfare law looks back 

はじめに

子ども達を被害者にする事件・事故は後を純た

ごとに命の大切さと再

しかし、その抜本的打開業

中
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，三，
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の窓識と行動によって貧せられることが珂惣であ

しかし、現実は、体にその救いを求めてい

とき、

そこにどのよう

ったのかを再考することも意味

なるケースも増加して の設いことではないよう思う。

殺事件は、

ことをする子どもには見えな

いJとの周閤の戸に iなぜJという戸惑いと共に
大きな衝撃を人々に年えた。これらシ没ツキング

な出来事の原因解明は容易ではない。ただ、

らが起きる豪閣のひとつに家庭及び地域の養育力

の{氏ド、

という考え)jは、

あっ

るように，思えてならな

れた個人の自由と平

旗印に掲げた新しい上壌での教育の桜開は、地

・血縁を根幹におく

逆に批判されてはならない。も

自由という考え方を受け取った昌民一人ひとりに

自立性(自律性)と自主性、責任感〈義務観)、

共生観が緬養されているならば、その解{;本は自己

な関係を生み出す。それは、お互

いの命と日出を尊ぶ社会生活環境を創造Aする原動

力ともなる。しかし、この期待すべき環境は未だ

に形成されていなし'0子どもを権利の主体と考え
る史童観も括薄である。

をめぐるこ抗ら

比較して、子どもにかかわ

法律の制定は矢継平であ

に養育され、発達す

系化によってではなく、

11 

1.子どもの生活の保護

明治維新とkも

みはじめる。そこ

急速な近代化を捗

先進諸出に著しく

れているという意識があった。そしてそ

は、近代化に取り組むために必要な政治・経済の

を十分に確立・成熟させないままに富同強

犠産興業等の施策をスタート

i会:J妾に波及
徴兵制の実施な

日々の

救済は、一般の人々同様の窮民対策

担窮打開には士族授産が採用

移住賢励等の結果は、良好とはい

えなかった。間窮する家朕のなかで生活した子ど

もたちの状況は、たとえば東北地方では、会津藩

の移住と

本十分とはいえ、わが国 る救済にかかわ

る諒律の公布・ r，l.し1
ものがあった。 子ども

ら特に早くかちの開始をみた。

な人的資

さて、 子ども

J1IJを「棄完養育米規則jとして容認したとして

も、 irt交jイザは1870(明治:3) 
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籍規則』に準じて、七一年四月迷児・棄児で生所

不明の場合、属付地籍で復籍した者に対し、本籍

で地方官に保護を命じている (W太政官日誌j)J

は、看過することはできないであろう O

棄子を対象者と定める「棄児養育米給与方J

(太政官達三00号)は、 1871(明治 4)年に通
達された。そこでは、棄児が 15歳になるまで年

に米7斗ず、つの支給を定めた。 1873(明治 6)

年には、「三子出産ノ者、其家困窮二テ、滋養行

届兼候向ハ、以後養育料トシテ、一時金五円給与

致シ候問、地方官二於テ、速二施行致シ、追テ請

取方大蔵省へ可申出候事Jが府県及び開拓使に出

された。「三子出産の貧困者へ養育料給与方J(太

政官布告七九号)は、三つ子のいる貧困家庭への

救助を定めた。同年4月には、「棄児養育米被下

ハ自今満十三年限トシ及年齢定方J(太政官布告

一三八号)により、それまでの救済の対象が15

歳から 13歳になった。理由は、 11873(明治 6)

年三六号布告で爾今年令通算は満年令でおこなう

こととなったため、これまで一五才といっていた

のは満年令計算では満一三才限りと考えるべきで

あるという大蔵省の見解Jに依拠した。解釈には

財政上の理由と共に満年齢で 14~ 15歳は労働に

耐えうるとの理解があった。

1874 (明治 7)年12月には、太政官布告第百

六十二号 l'凶救規則jが公布された。一般貧民の

救済のなかに子どもの救済を規定した。救済は、

「十三年以下ノ者二ノ¥ a ヶ年米七斗ノ積ヲ以テ

給与スヘシJであり、前述の太政官布告と大きな

違いはなかった。続いた 1875(明治 8)年7月

の「窮民岨救申請調査箇条J(内務省達第四五号)

は、救済対象者の調査と調査にもとづく査定に

よって、規則は極めて厳格に運用されるようにな

る。通達によって被救助者は厳しく制限された。

しかし、大阪市を例にするように、独自に定めた

「棄児養育規則J(1889年10月)等により、岨救

規則から除外された貧民を、その地方の麦任にお

いて救済する事例も存在した。

岨救規則には、たびたび改正の意見が出され

た。政府は、 1890(明治23)年の第 1回帝国議

会に諸外国の立法例にならい孤児、貧児、迷児の

対策を含む窮民救助法を提出した。しかし、弊害

があるとの多数意見により成立することはなかっ

た。 1897(明治30)年には、議員提出による 4凶

救法案などを見た。だが、それまでと同様に時期

尚早、惰民養成との声に消された。岨救規則は、

1932 (昭和7)年の救護法施行まで生き続けた

のである O

さて、子どもの生活は、父母等の養育責任者に

よって守られることが A般的である。火災・水害

擢災の救助に関わる救済も結果として家族員とし

ての子どもの救済に結びっく o 1869 (明治 2)

年の「府県奉職規則J、1871(明治 4)年11月の

太政官達県治条例別紙「窮民一時救助規則jに見

る「七十歳以上十五歳以下ハ女ノ割合ヲ以テ給ス

女一人一日玄米二合麦ハ四合雑穀ハ六合ノ積リヲ

以テjは見逃してはならない。それらは、 1875

(明治 8)年7月に太政官達第122号「窮民一時

救助規則jにバトンを渡す。そこでの救済の方法

は、官費貸付であった。この意味からいえば、

1880 (明治 13)年の「備荒儲蓄法Jもふり返り

の対象となる。さらに、その法律適用による扶助

を受けないことが美談とされた 1917(大正6)

年制定の「軍事救護法J、1937(昭和12)年の

「軍事扶助法Jも家族の一員としての子どもの救

助という視点から忘れてはならない。

禁止や取締りの効果がどれほど国民に浸透した

のかは疑問を残す。 1872(明治5)年の「年季

奉公等種々ノ名目ノ人身売買禁止令J(太政官布

告第二百九十五号)は、「マリア・ルーズ号事件J

が直接の契機であり、「心身売買J的な雇用を禁

止した。「農工商ノ諸業習熟ノ為メ弟子奉公為致

候儀ハ勝手二候得共年限満七年ニ過クカラサル

事jを定め、諸奉公人を 7年以上拘束することも

禁じた。

子どもの出生にかかわる産婆への禁止行為等を

内容とする布達は幾度となく出された。『産婆心

得全』には、「産婆職務論jを見る。

父母らが自らの生活を守るために生み出した生

き抜くための風習は、実質的・具体的救済の方法

を提示しない布達等によって容易に改善されるこ

とはなかった。

子どもの救済の取り組みに比較して、子どもの

教育に関する法の整備は、詳細、体系的であっ

た。 1872(明治 5)年、わが国における公教育

の体系を規定する最初の法律「学制jが公布され
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た。学制では、幼児のための教育施設が幼稚小学

という名称によって制度化された。しかし、幼稚

小学への入学年齢等が明らかではなかった。尋常

小学が「小学教員IJJにより教育内容の基準等を提

り、

サル事故ニ由リ光量ヲ就学セシム/レコト能ハス

認定スルモノニハ府知事:県令其期限ヲ定メテ就学

猶予ヲ許スコトヲ得Jを置いた。経済的理由によ

る公教育の除外を規定したのである。その就学猶

予には心身に陣需を持つ子どもらも含まれてい

た。 1923年(大正12)年「宵学校及聾唖学校

令jは、都道府県に盲学校、聾唖学校の義務設置

を求めたO

っている。

ニ供スルモノナルコトヲ知リテ

煙草又ハ器具ヲ販売シタル者ハ十円以下ノ罰金ニ

処スJを規定した。 1922(大正11)年の「未成

年者飲酒禁止法J は、 ~íj記法律同様に桝舶を未成

年者に販売する業者取締まりを条文に収めた。少

年犯罪者に対する法規としては監獄員11 (1872 

や if日刑法J(1880年)があった。 民間事業や不

良少年の増加、さらには、犯罪φ年の増加に対応

する法律制定の声に促されながち 1922(大正日)

「少年法Jと「場正院法jが成立し

… 16 

年の矯iEをH的に掲げた。 1948(昭和23)年の

少年院法の成立-施行によって隣止された。

明治政府が積極的に移植した機械制大工業は、

利潤追求のために絶えず低臓な労働力を求めたο

安い労働力機得の結果、婦人や児意が労{勤者のJE
{翌|的比重を占めた。低賃金、長時間労働を子ども

拡人ーさせた。特に多く

漁村では健牒問題と

これらの問題への公的な対応姿勢がどのように

消極的であったのかは、 1911 (明治44年) 3月

の「丁ー場法Jが端的に示す。制定から施行まで5

年。さらに施行日は、予定の 1916(大1E5 )年

6月lけから 9月に延期された。労働者軽視、労

働)J重視を鮮明に伝える。 1923 (大l京12)年3

月に制定、 1926(大正日)年7月に施行された

た。

は、「第二条十四議未

スルコトヲ得ス但

ノ教科ヲ修了シタル

が途絶えた結果であった。 1932(昭和7)

来の軍事景気は、労働者の雇用ではなく、労働者

の長時間労働によって支えられていたのである。

-万、 1926(人命lE15)年には、高率の乳児死

亡設中d心議胞にして東京で第 a回児童保護会議が

開催された。結果、 1927(昭和 2)年から「乳

児愛護週間Jが設定され、乳幼児の愛護が誕われ

ることになった。活動はやがて児童健康相談所、

乳幼児保育所等の設山
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しかし、現実化の道

くことはなかった。 子どもらの保護と救

済は、|吋年に成する救護法にその予を委ねるし

かなかった。

2綱子どもの生活と救護

は、 1927

2 )年12月の第41"1社会事業調査会で決議

された「児叢保護事業に関する体系Jに導かれ

た。そこには、妊産婦保護・乳幼児保護・病弱児

保護・貧!利児童保護・少年職業指導・労働保識・

児童虐待妨11::・不良光章保護・異常児童保護の分

一関ス

。年10丹14日)とともに 1932

l汁 l司に施行された。難産の末誕生

し、難産だったがゆえに成立から 3年後に歩みは

じめる救護法の性格は、通牒の言ij文が次のように

伝える。

「過般救護法施行ニ関スル勅令省令公布セラレ

愈々明年汀 U 1)同法施行ノ事ト桔成候処本

ヲ普投

ノ施行二際シテ

ム等常ニ関係機関ノ指導

救護法による「貧困ノ為生活スルコト能ハザル

トキハ本法ニヨリ之ヲ救護スjの被保護者は、

「十三歳以ドノ幼者J 妊産婦jの他に65歳以上

老衰者、障害・痕病・鰐関等により労務を行うこ

とができない者であるとされた。実擦の救護は、

ノ

17 

之ヲ行フjと規定された。さらに「第十二条 幼

者居宅救護ヲ受クルベキ場合ニ於テ市前村長其ノ

哨宵上必要アリト認、ムルトキハ勅令ノ

依リ幼者卜併セ其ノ付ノ救識ヲ為スコトヲ

した。そしてこの場合の幼者は、

「第二十二条救護法第十二条ノ

ノ救護ヲ為スハ其ノ子

と

トスル擁設サ謂フjを設

、ている。救護施設は、

「第七条 市町村救護施設ヲ設置セントス/レトキ

ハ其ノ設備ニ付地方長官ノ認可ヲ受クベシ 私人

救識施設ヲ設置セントスルトキハ地方長官の認可

ヲ受クベシjと規定された。

救護の種類は、生活扶助・医蝶・

助である。 通牒はその金額を詳細

とした。そし

て、 i七 前理ニ依リ決定スベキ給与金額ハ所謂

被保護者ノ生活ニ必要ナル眼度(衣食住ノ費用ハ

勿論持常小学児童就学ノ為要スル教科書及文房具

費ノ矧ヲ合ム) 卜認ムベキモノナルヲ以テjとし

て、場常小学校通学に必要な経費を合んだ。

家斑ゆえに労働昌ーとしての期待と粍務を費負う子

どもらがこの救護法によっ

定せた。

さて、救護法は、財政的裏づけの論議や救議・

紋済に対する考え)jの相違が交差する状況の中で

成なし施行された。制限扶助主義の傑用などによ

り救護の不十分さが指摘される。しかし、 一回に

おいて、わが再の貧困家庭の子ども

したこと

その後、
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以来の軍事産業の景気の中で、も失業者を減少討せ

ることはできなかった。断続的に繰り返される東

北・北海道の凶作は、さらに農村の窮乏化を深め

た。欠食児童の増加のみならず慮待をはじめ、幼

1f三者の労働、さらには、身売りなどの問賄は、全

同紙の新聞報道を通してその現実を広く世間に知

らせることになった。

1933 (昭和8)年、法律第四十号としての

「児童虐待妨止法」は、「第一条本法ニ於テ児童

と称スルハ十四歳未溝ノ者ヲ謂ブJI第「条

議ヲ探護スベキ責任アノレ者児童ヲ虐待シ又ハ著シ

ク其ノ監護ヲ怠1)

フルコトヲ禁止

があり、第十条には、 1光量ヲ使用ス

ノ年齢ヲ知ラザルノ故ヲ以テ前項ノ

ノ懇役又ハ子円tJ、Fノ罰金・.

カッコは、筆者加入)免ルルコトヲ得ズf旦シ過失

ナカ 1)シ場合ハ此ノ限リニ在ラズJがある。 法律

の主なるU的は、児童の心身に著しい障害を及ぼ

すおそれのある職業での児童の使用の禁止や制限

であった。工業労働者最低年齢法などを補完する

日的もあった。

「児童虐待防止法施行二関スル件依命通牒J(昭

和八年発社第百問号)は、「一不遇児童ノ発見

ハ警察署長、市町村長ヲシテ之ニ当ラシムルノ外

方面委員、学校職員等広ク各方面ノ協力ヲ求メラ

レタキコトJ、そして「十刊本法ノヨ的達成ハ

官民ノ協力ニ僚ツfR大ナルヲ以テ努メテ民間保護

ノ発達ヲ計ルコ卜Jとし、公私の団体、機関

等の連携を求めた。
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東北大凶作をひとつの契機として婦人連盟より貴

族院・衆議院に提出された「災害地における母子

保護に関する諦願書J(1934年11月)の採択が

あった。

母子家胞の生活同難からの母子心中の激増は、

1931 (昭和6)年の全回児童保護大会や1934

(目白和9)年の第5田方面委員大会で検討課題と

じと取り上げちれた。同年の第8r巨i全昌社会事業

大会は、親子心中の拐止と母子扶助法制定の建議

らを報道

いないことにあった。

一…スル件通牒J(昭和12年12
本法ノ対象タル母ハ労働能

ル場合移キヲ以ラニ子女穫宵ニ支障ナキ限

リ成ルベク生業扶助ノ方法ヲ活用シjとある。ま

た、「配偶者(届出サ為サザルモ事実上婚姻関係

ト同様ノ事情ニ在ル者ヲ合ム)Jとされ、法律上

の子続き在取らない環境で生まれた子どもも保護

の対象になった。 13歳以下の係を持つ祖母も母

と看倣して扶助の資格対象者とされた。扶助は、

ほの制作地の市町村長が行い「方同委員令ニ依ル

方面委員ハ命令ノ定ムル所ニ依リ扶助事務二関シ

I↑i町村長ヲ補助ス/レJ(第5条)と規定され、方

両委員が補助機関になった。母子保護法は、その

理念、
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クラシ一期以降、

わが国に萌穿しつつあった「児童の権利思想」

は、戦時体制のなかで逼塞させられることになっ

た。戦争の進展は子どもらの保護・救済の重要性

をかき消してしまのである。

3. 

像によっても当時の生活が報じられるようになっ

た。そこには、司ちの命と子どもの養育に必要な

食料と収入を得るために必死に働く母。焼け跡の

地面の上で裸同然で瀧入る子どもの姿。街頭をさ

まよう孤児と推察する子どもらの獲が映し出され

るのである。子ども、なかでも乳幼児の栄養不

足・保健衛生状態の悪化による死亡事の増加、者

少年の不良化と凶悪牝、また浮浪者が生まれる必

然的な社会環境を解説者は伝える。

これら

20 

は、収制児童ハ

現ニ実施シツツアル集白蝶関学童ニシテ戦災孤児

トナリタル者、ヲi揚困難ナル者及身体躍柄其ノ他
ノ事的ニ依リ本施設ニ於テ教宵スルヲ滴当ナリト

認メラルル者ヲ第一トス/レJとされた。「戦災孤

児等保護対策要綱」は、「保護育成ノ対象ハギト

シテ今次戦争下戦災ニ国り父母其ノ他ノ

保護者ヲ失ヒタ

イ〉

は、 GHQの占領地対策を反映してい

た。 11項目からなる通知は、 1- 都道府県に在

りでは社会事業主務官公吏の他少年教護院職員、

少年教議員、方面委員、社会事業団体職員、警察

官吏等をも活用して停車場、公園其の他浮浪児の

俳畑する戚ある場所を随時巡察して浮浪児等の発

見に努めしめ之を保護者に引渡し又は児童保護施

設等に収手写する等濃切なる措置を講じ爾後指導の

徹底をも罷ること。向、停車場、公菌等必要なる

り

等の発克に務めうた々保讃措置を請ぜしむること。J

を岩頭においた。公私の関係機関の協力による浮

浪児の発見・保護と共に必要な地域での児童保護

相談所の設置が推進された。応急保護対策の実施

は、東京、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫、福

岡の都市に浮浪児が多いことを明らかにした。同

年9月19司、これらの各都府県知事に対して

「主要地方浮浪児等保議要綱Jが厚生次官通牒と

には

童局長ちの名前で通牒され、 1948(昭和23

9月7日には f浮浪克根絶緊急対策要綱jが閣議

で決定された。「浮浪児椴絶緊急対策要綱jは

「一浮浪児の背後にあってこれを利用している

者を厳重に取締り、これらの者と浮浪児との因縁

関係を切断すること。Jであった。エド穂、混乱に

かかわらず、いつも子どもは大人にとっては搾取

可能な存在であった。

一方、戦争その他の開問で護育者を失った18

どもの数が全田で123.000人とさ

でに立案されていたという。 に関して、その会の意見合たずねるJとして克童

1946 (昭和21)年4月15日に出された社会局 保護法要綱案を添付し諮問を行う O 諮問した政府

19 



児童福祉法について

の構想は、児童保護事業の徹底強化であり、「第 た。わが国における児童を対象にした社会的施策

一 この法律は、保護を要する児童を、その資質 において画期的な意味をもった。反面、児童憲章

及び境遇に応じ保護して、児童及び社会の福祉を の制定によって広く国民の理解と支持を得なけれ

増進することを目的とすること。」にあった。案 ばならない現実をも背負っていた。

文には、戦前からの児童虐待防止法、少年教護法

などの統合・再編が盛り込まれていた。答申を受

けた中央社会事業委員会は小委員会を組織し審議

をかさねた。保護を必要とする児童だけを目的と

した法律か。要保護児童を含めた一般のすべての

児童の問題に対処する法律とすべきか、に議論は

集中した。

1947 (昭和22)年 1月、小委員会は「児童保

護法要綱案を中心とする児童保護に関する意見

書」をまとめ、中央社会事業委員会の事務当局に

答申案を提出した。そこには、「厚生省立案の児

童保護要綱を見ると、少年教護法、矯正院法、児

童虐待防止法等現行法規の統合と保育所制度の確

立を企てていることはよくわかる。したがって原

案の保護対策の主な範囲は、不良少年および刑事

訴追をしない犯罪少年と被虐待児童とであって、

要するに特殊の問題児童の範囲を出ない。政府の

意図されるように児童福祉のために児童局を特設

して、 一面行政運用にて立法以外の積極的児童福

祉の増進を図ることももちろん可能であるが、同

時に立法そのものにも積極性を与えなければなら

ないから、法の対象は全児童に及ぶよう構成せら

れることが必要である。」が記述されていた。小

委員会の意見は、政府の基本構想よりはるかに進

歩的であった。

1947 (昭和22)年 1月25r:I、中央社会事業委

員会は、「不幸な浮浪児等の保護の徹底をはかり、

すすんで次代のわが国の運命をその双肩に担う児

童の福祉を積極的に助長するためには、児童福祉

法とも称すべき児童福祉の基本法を制定すること

が、喫緊の要務であると認め」の児童福祉法要綱

案をつけ答申した。政府は、この答申に加え、各

界の人々からの意見を求めた。なかでもフラナガ

ン神父 (Flanagan.E. J)の助言は強力な刺激

を7・えた。これらの過程と子続きを経て、児童福
祉法案は、 1947(昭和22)年8月の新憲法のも

とでの第一国会に提出された。法案は、審議・修

正を加えられ11月21日に国会を通過した。

児童福祉法は、法律名に福祉をはじめて付し
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おわりに

わが国の児童福祉法の成立過程は、『児童福祉

法研究会編児童福祉法成立資料集成 主巻』

(1979年)、『児童福祉法研究会編 児童福祉法成

立資料集成 ド巻Jl(1979年)、寺脇隆夫編『続

児童福祉法研究会編 児童福祉法成立資料集成』

(1996年)に集大成されている。『児童福祉法研

究会編児童福祉法成立資料集成 上巻』には、

1947 (昭和22)年 1月6日の「児童福祉法要綱

案」が収められ、「児童憲章」と明記された3条

を要綱案の冒頭に見ることができる。その第一

は、「すべて児童は、歴史の希望として、心身と

もに健やかに育成されなければならないとと。」

と調う O 福田垂穂は、「一文には、起草者とそれ

を囲む児童福祉関係者の万感の思いが寵められて

いた」と回顧し、述べたととがある。

多くの先人の実践と当時の人々の原郎、をとめ成

立した児童福祉法。法は、 1947(昭和22)年12

月以来、その時々の複雑・多様化する児童問題に

対処してきた。 1949(昭和24)年6月の改定は、

栃木県と福島県でおきた人身売買事件を契機とし

た。そこでは、刑罰法令に触れる行為をした14

歳未満の児童の取り扱いを少年法から児童福祉法

へと移した。また、 14歳以上18歳未満の虞犯児

童は、児童福祉法と少年法の二法で取り扱うとと

を可能にした。児童福祉施設に盲ろうあ児施設が

加えられたのもとの改正であった。 1950(昭和

25 )年5月には里親の最低基準を定め、 1952

(昭和27)年7月には、都道府県におくとされて

いた児童福祉司を児童相談所とした。 1951(昭

和29)年-には育成医療、 1958(昭和33)年には

養育医療の規定を設けた。 1965(昭和10)年8

月、母子保健法の成立にともない妊婦の届出及び

母子手帳に関する規定、歳児に対する健康診査

に関する規定等が条文から姿を消した。 1981

(昭和56)年6月には、連続して起きたベビーホ

テル事件に対応するために無認、口I児童福祉施設へ
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わる事項が続く。

治・経済、財政に影響される実態を広く

た。そして、 1997(平成 9)年6月3日には、

「児童福祉法等の曲部を改正する法律Jの成立に

より、市町村の措置により保育所に入所する仕組

みを保護者の選択とするなどの児童保育施策や児

ν刷

児童福祉法の成立から58年。人々

値観は大きく変わった。史童福祉法の改正の道筋

は、そっくりそのままわが同の戦後の歩みである

といえる。その法律を生み出した当時の悲惨な戦

争と人々の中活体験は風化しつつある。忘れ去ら

れる過去、それも歴史の歩みである。児童福祉法

しつつある。だからこそ今、先人が

と

りと

し

ならない場面.に直面しているように思えてなちな
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